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海外情報

消費者の求める需要に対して揺れる
米国の畜産業界

調査情報部　国際調査グループ

１　はじめに

　近年、米国では最大の人口層となったミレニアル世代を中心として、食品はその背景にあ
る情報が重視され、消費される傾向にある。この傾向の需要を取り込もうとする流れは畜産
業界でも例外ではなく、オーガニックに代表される新たなジャンルの製品の生産量が年々増
加しつつある。現状、市場を占める割合は少ないが、成長率は軒並み高く、ケージフリー鶏
卵などは販売業界が主導となり、おおむね2025年までに通常卵の７割以上が置き換わるとさ
れている。

【要約】

米国の人口構成においては、近年、ミレニ

アル世代（2000年以降に成人を迎えた人口

層）の数が戦後のベビーブーマー世代の数を

上回り、今後当面の間、この世代が消費のト

レンドを牽
けん

引する最も重要な世代だといわれ

ている。この世代は、人種構成、生活習慣、

情報収集の手段などが他の世代と異なってお

り、食品の購買時には、その食品の背景にあ

る情報を重要視しているとされている。

小売業界などの供給側が、消費を牽引して

いるこの世代の需要に応えようとするのはビ

ジネスの摂理であり、結果として上流にある

生産者段階においても、過去の生産体制との

決別を迫られている業界も少なくない。そし

て、この動きは畜産物生産においても決して

例外ではなく、「オーガニック（Organic）」

「ナチュラル（Natural）」「○○不使用（○

○-free，No-○○）」といった宣伝文句が、

小売店の畜産物コーナーでは、ホールフーズ・

マーケットに代表されるような健康・自然志

向のスーパーマーケットでなくとも一般的に

見られるようになっている。

こうした需要と供給のトレンドの変化は、

米国で醸成された後に日本に遅れてやってく

る可能性があり、現在の米国の変化が一過性

に終わるものなのか、それとももはや止めら

れない潮流なのかを見極めるためにも、最新

情報の把握は日本の畜産業界にとって有益で

あろう。

さらに、近年日本の農業改革でも叫ばれて

いる「プロダクトアウト（作り手が良いと思

うものを作る）からマーケットイン（消費者

が求めるものを作る）へ」という考え方や、

日本産農畜産物の輸出促進という観点から

も、農畜産物の輸出相手国第２位である米国

の消費動向の把握は必須であろう。

今回、米国の畜産物を中心とした食品消費

の潮流の変化の背景について述べるととも
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に、そのトレンドの代表例をいくつか挙げ、

それぞれの背景事情、関連する制度、業界の

対応状況、今後の展望などについてとりまと

めた。

なお、本稿中の為替レートは、１米ドル＝

114円（2017年９月末日TTS相場113.73

円）を使用した。

２　変化しつつある消費者マインド

米国で畜産物も含めた食品の消費者マイン

ドの変化について語られる際、その多くで耳

にするのが、ミレニアル世代の台頭である。

特徴的なこの世代の消費行動は、「食」にお

いても例外ではなく、この変化の中心を担っ

ていると考えられている。さらに、情報技術

（IT）の進展がこの動きを加速化している。

インターネットがインフラとしての確たる地

位を得たことに加え、近年のスマートフォン

の爆発的な普及により、消費者の情報入手手

段が劇的に変化しただけでなく、情報発信の

敷居も低くなり、情報が双方向かつ迅速に世

間を飛び交うようになった。そして、このIT

をうまく活用しているのが、ミレニアル世代

である。

（１）ミレニアル世代とは

ミレニアル世代（Millennials, Millennial 

Generation）とは、公的な定義があるわけ

ではなく、調査機関などにより違いはあるも

のの、一般的には2000年以降に成人（18歳）

を迎えた世代を指すことが多い。米国国勢調

査局（US Census Bureau）の2060年ま

での人口長期推計によると、2015年にこの

ミレニアル世代の人口がベビーブーマー世代

（Baby Boomer）の人口を初めて抜いて最

大の人口層となった（表１）。今後も当面の

間は約8000万人程度の規模で推移し、総人

口の約４分の１を占める最大の人口層を形成

し続けると考えられている。（図１）

表１　米国の世代別人口層の分類（2015年時点）

資料：米国商務省国勢調査局

世代名 生年 年齢 成人人口に
占める比率

最も偉大な世代（The Greatest Generation） 1927年以前 88才〜 2%

沈黙世代　（Silent Generation) 1928 ～ 1945 年 70 ～ 87 才 11％

ベビーブーマー世代（Baby Boomer） 1946 ～ 1964 年 51 ～ 69 才 30％

Ｘ世代（Generation X） 1965 ～ 1980 年 35 ～ 50 才 27％

ミレニアル世代（Millennials） 1981 ～ 1997 年 18 ～ 34 才 30％

ミレニアルの次の世代（Post Millennials）
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ミレニアル世代の一般的な特徴としては、

主として以下のようなものが挙げられる。

ア　人種構成の多様性

ミレニアル世代の人種構成は従来の世代と

比較して多様性に富んでいる。調査会社によ

ると、2014年におけるミレニアル世代の白

人比率は57％と他世代と比較して最も低く、

特にヒスパニック系は、ベビーブーマー世代

では10％であるが、ミレニアル世代では

21％を占めており、顕著な違いがある。

イ　高学歴

国勢調査局は1940年から国民の教育水準

を調査しているが、世代が進むごとに大卒者

の割合は増える一方である。2016年におい

て、ミレニアル世代は、高学歴の比率が高く、

同世代の25 ～ 29才の就労者のうち40％が

学士号以上の学歴を保有していた。なお、過

去の同様の調査では、X世代は32％、ベビ

ーブーマー世代は26％、沈黙世代は16％と

いう結果がある。一方、多くの大卒者が学生

ローンを背負っているという状況もあり、

2015年の大卒者の約７割が学生ローンを背

負い、その平均額は３万米ドル（約340万円）

であった。

ウ　親との同居率が高く晩婚

ミレニアル世代の多くは、学生時代にリー

マンショックを発端とする金融危機に直面

し、大学卒業後に就職難を経験している。さ

らに同世代は学生ローンを抱えている実情な

どから、在学中や大学卒業後に実家に戻る割

合が他世代に比べて高く、2016年の調査で

は同世代の25 ～ 35才のうち15％が親と同

居していた（同様の調査によると過去の他世

代では10％程度）。このように、経済的な独

立が遅いからか、結婚年齢は、2016年の調

査では男性29才、女性27才と2000年の調

査と比較してそれぞれ2年ずつ遅くなり、晩

婚化が進んでいる。

エ　低失業率・低収入

国勢調査局の調査によると、ミレニアル世

代は、1975年時点の同年齢層と比べ、失業

率は低いものの、平均収入（物価調整後）、

持ち家率、自動車保有率も低い。さらに、同

世代に特徴的な消費行動として、共有または

借用できるものは買わずに済ませる傾向があ

り、配車サービスのウーバー（Uber）に代

表されるシェアサービスの台頭を促したと言

われている。

図１　米国の世代別人口層の推移予測
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オ　デジタルネイティブ世代

1990年代後半から2000年代にかけてイ

ンターネットが浸透し、各種デジタル機器も

普及した。ミレニアル世代は、インターネッ

トが常時接続されている環境で育ち、ネット

ショッピングを当然のように楽しみ、SNS

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

を使いこなす、「デジタルネイティブ世代」

とも言われている。なお、現代を象徴してい

るスマートフォンの保有率は、18 ～ 29才

が86％と平均の68％を大きく上回っている

（2015年調べ）。

（２）ミレニアル世代の「食」の特徴

ミレニアル世代は食についての習慣や思考

も特徴的である。以下に代表的なものを列挙

する。なお、これらは連邦政府または民間調

査会社の調査結果に基づく。

ア�　高い健康意識と地域環境や社会問題への

配慮

健康志向が強く、日常的に運動をするとと

もに、健康的な食事を心がけている。このた

め、喫煙率も従来世代より低い。また、幼少

の頃よりリサイクルについて学んだり、ボラ

ンティア活動に従事しており、集団行動によ

って変化を起こせると信じる傾向にあり、社

会的意義のために行動することは生活の重要

な一部となっている。このため、地球環境に

良いことをしたいとの思いから、リサイクル

活動を行ったり、持続可能性やフェアトレー

ドなどを支持する製品を購入する傾向にあ

る。

イ　高い外食頻度とITの活用

外食頻度は週平均3.4回で他世代の平均

2.8回よりも多く、年間支出に対する外食の

割合も他世代よりも高い6.2％である。家庭

における食事の買い物についても、買い物ア

プリやオンラインクーポンを活用し、オンラ

インで購入することに加え、オンラインで注

文した後に店舗に商品を取りに行くという買

い物方法も徐々に浸透しつつある。料理のア

イデアについても、オンラインでレシピを検

索し、調理動画などを参考にしている。

ウ�　地産地消、オーガニックへの関心とク

リーンラベル製品への支持

「農場からテーブルへ（Farm-to-table）」

という地産地消の考え方を支持し、オーガニ

ック（有機）製品を重視している。オーガニ

ック製品を食事に取り入れようとしている人

は全体でも45％であるが、同世代では53％

と高い。また、半数以上が、食品添加物を避

けることが重要と考えており、添加物が含ま

れず透明性の高い表示となっている（クリー

ンラベル）製品に対してより多くの代金を支

払うという傾向がある。

３　畜産物生産現場におけるトレンド

米国の畜産物においても、こうした消費者

マ イ ン ド の 変 化 に 対 応 し よ う と、 近 年、

「Organic」「Natural」「No-○○」といっ

た表示が多くの商品で目立つようになってき

た。ここでは、その中でも、よく議論の的と

なっている「オーガニック」「抗菌性物質フ

リー」「ケージフリー卵」の３つについて取

り上げ、それぞれの背景、市場規模、関連規

制、今後の展望などについて整理する。
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（１）オーガニック（Organic）

ア　オーガニックとは

米国農務省（USDA）は、「オーガニック

（Organic）」の定義を次のように定めてい

る。「法規と規則で認可された手法で生産さ

れた食品あるいはその他の農業製品を指す表

示用語である。その手法とは、資源の循環を

育み、生態系のバランスを整え、生物多様性

を保護することが可能な、文化的、生物的、

機械的な農法を取り入れたものである。つま

り、オーガニック農法では、湿原や森林、自

然を保護して、土壌や水質を維持、強化する

ことが求められる。合成肥料や下水汚泥、放

射線照射、遺伝子組換えを使用してはならな

い。」

USDAは、1990年オーガニック食品生産

法（Organic Foods Production Act of 

1990）に基づき、2000年12月に「全米オ

ーガニックプログラム」（NOP：National 

Organic Program）という制度の下でオー

ガニック農法、オーガニック産品の取り扱い

などに関する連邦基準を連邦規則（７CFR 

Part 205、以下「NOP規則」という）に定

め、 米 国 農 務 省 農 業 マ ー ケ テ ィ ン グ 局

（USDA/AMS）がNOPを所管することとな

っている。NOPは2002年10月に施行され、

オーガニック農畜産物の生産と取り扱いを対

象としている。

また、NOP規則は、使用禁止物質と使用

可能物質を定めており、USDAの有機農法と

取扱基準を満たした農畜産物のみに、図２の

USDAオーガニック認証マークをつけるこ

とが認められている。

なお、米国食品医薬品局（FDA）は、一

般に食品の安全性確保に関して規制している

が、オーガニック食品はその管轄外である。

オーガニック食品は、USDAが所管する

NOPによって規制されているためである。

イ　オーガニック農畜産物の認証

NOPにおけるオーガニック認証を申請で

きるのは、オーガニック農畜産物の生産者や

それを扱う業者である。ただし、オーガニッ

ク農畜産物の売上高が年間5000米ドル（57

万円）以下の場合は、NOPの基準を満たし

ていれば認証を得なくてもオーガニックと表

記することはできるが、USDAオーガニック

認証マークは使用できない。

オーガニック認証の申請先は、NOPによ

り指定された約80の第三者認証機関である。

これらは、USDAのウェブサイトで公表され

ており、そこで最寄りの機関を調べて申請す

る。認証のための費用は、生産品や生産規模

などによって数百米ドル～数千米ドルまで幅

がある。 

オーガニック農畜産物の生産者や取扱業者

は、認証機関に必要な証明や資料などを提出

し、認証機関から派遣される検査官による現

地査察を受ける。認証は１年ごとの更新が必

要であり、書類の更新や定期査察が実施され

る。NOPが定めるオーガニック農畜産物の

認証基準は次の通り。

図２　USDAオーガニック認証マーク

資料：USDA／AMS



畜 産 の 情 報 　 2017. 11 81

<オーガニック農産物の要件>

・�　オーガニック農作物の栽培地では、収穫

前3年以上にわたり禁止物質を使用してい

ない。

・�　土地の肥
ひ

沃
よく

度や作物の栄養素は、耕うん、

耕作、輪作、被覆作物の栽培、動植物性老

廃物や認可された合成物質による補てんと

いった方法を活用することで管理されなけ

ればならない。

・�　害虫、雑草、疾病管理には、主に物理的、

機械的、生物学的な防除方法を用いる。こ

うした手法が不十分な時のみ、認可物質リ

ストにある生物学的、植物学的または合成

した物質を使用することができる。

・�　入手可能な場合には、できる限りオーガ

ニック種子などを使用しなければならな

い。

・�　遺伝子組み換えや放射線照射、下水汚泥

の利用は認められない。

<オーガニック畜産物の要件>

・�　食肉用の家畜は3世代前から、鶏肉の場

合は生後2日目から、オーガニック農法の

下で飼育されなければならない。

・�　飼料は100%オーガニック農作物でなけ

ればならない。ただし、ビタミンやミネラ

ルといった栄養補助製品を与えてもよい。

・�　オーガニック乳製品として販売するため

には、生産開始の12カ月以上前からオー

ガニック農法の下で乳製品用の家畜を飼育

しなければならない。

・�　予防医療は家畜の健康維持の目的でなけ

ればならない。病気や怪我をした家畜の治

療を控えてはならないが、禁止物質を使用

して治療を受けた家畜をオーガニックとし

て販売することはできない。

・�　反すう家畜は、放牧シーズンを通して少

なくとも120日以上を牧草地で過ごさねば

ならない。また、飼料あるいは乾物摂取量

の30%以上は牧草でなければならない。一

方で、肉用と畜目的で飼養する場合、飼養

期間の最後の5分の1の期間は120日間を

限度として（30％以上の規定は）除外さ

れる。

・�　全てのオーガニック家畜は、年間を通し

て野外にアクセスできる必要がある。環境

や健康上の問題があると認められる場合な

どには、一時的に屋内に収容してもよい。

その他、アニマルウェルフェアへの配慮と

して、運動できる空間、日陰、新鮮な空気

と飲み水、清潔で乾燥した寝床、小屋、直

射日光への常時のアクセスが必要とされて

いる。

・�　オーガニック家畜には、いかなる理由で

あっても、成長促進物質や抗菌性物質を与

えてはならない。

ウ　オーガニック食品の市場規模

USDAは、オーガニック食品の小売ベース

の販売量や売上高の統計を取っておらず、オ

ー ガ ニ ッ ク 取 引 協 会（OTA: Organic 

Trade Association）が調査したオーガニ

ック食品の小売ベース売上高を引用する資料

を一部公表している。

2017年５月に発表されたOTAのプレスリ

リースによると、2016年のオーガニック製

品全体の売上高は470億米ドル（５兆3580

億円）である。オーガニック食品の売上高は

430億 米 ド ル（ ４ 兆9020億 円、 前 年 比

8.4%増）に達し、全食品の売上高の5.3%

を占めている。オーガニック食品の売上高の

うち、野菜と果実が約4割で156億米ドル

（１兆7784億円、同8.4%増）を占め、米国

の野菜と果物の約15％がオーガニックとさ

れる。また、オーガニック食肉製品も9億
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9100万 米 ド ル（1129億7400万 円、 同

17％増）と大幅に増加し、2017年には10

億米ドル（1140億円）を超える見通しだ。

前年に続いて調味料・香辛料分野の伸び率も

高く、中でもディップ（Dip、野菜やチップ

スにつけて食べるソース）は前年比41％増

の5700万米ドル（64億9800万円）、香辛

料（Spices）は前年比35％増の1930万米

ドル（22億20万円）であった。なお、食品

以外のオーガニック製品も伸びており、39

億米ドル（4446億円、前年比9％増）であ

った。オーガニックの綿製品やパーソナルケ

ア製品、サプリメントなどへの消費者の関心

が高い。

エ　市場概況と今後の展望

米国農務省農業統計局（USDA/NASS）は、

近年、NOPによる認証を取得した生産者を

対象として調査を実施しており、2016年の

調査結果が2017年9月20日に公表された。

これによると、オーガニック農畜産物の生産

業者数は前年比で11％増の1万4217者、生

産 額 は 同23 ％ 増 の75億5400万 米 ド ル

（8612億円）であった（表２、３）。

品目別の売上高をみると、牛乳と鶏卵の合

計でオーガニック畜産物関連の過半を占め

た。また、畜肉の分野を詳しく見ると、小売

販売額が最も多いのは鶏肉で、牛肉がそれに

続いた（図３）。しかし、2016年にオーガ

ニック畜産物（畜肉）が販売額全体に占めた

割合は1.7%とわずかであり、年間の伸び率

こそ目立つものの、依然としてニッチなビジ

ネスという位置付けであろう。

表２　�認証取得済みオーガニック農畜産業者
数（上位5州）

資料：USDA／NASS

2015年 2016年

カリフォルニア州 2,637 2,713

ウィスコンシン州 1,205 1,276

ニューヨーク州 934 1,059

ペンシルバニア州 681 803

アイオワ州 674 732

全州における総数 12,818 14,217

表３　主なオーガニック農畜産物の品目別売上高（生産者ベース）

資料：USDA／NASS
　注：畜産物関連（畜肉）は、生体販売額ベース。

2015年 2016年

農産物関連 3,510 4,193

　うち　野外栽培の野菜    1,362 1,644

　うち　果物、ナッツ、ベリー類    1,203 1,407

　うち　穀物類、大豆、タバコ       660 763

畜産物関連（牛乳、鶏卵） 1,911 2,205

　うち　牛乳    1,174 1,386

　うち　鶏卵       732 816

畜産物関連（畜肉） 742 1,156

　うち　鶏肉      420 750

　うち　牛肉      233 233

　うち　七面鳥肉      70 83

オーガニック農畜産物総売上高 6,163 7,554

（単位：百万米ドル）
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なお、オーガニック畜産物の小売段階にお

ける通常の畜産物との価格差（プレミアム）

は、販売時期や部位によって差はあるものの、

おおむね50 ～ 150％程度となっている。

今後のオーガニック畜産物の展望について

は、ニッチなマーケットではあるものの、消

費者サイドの求めに応じ、生産は拡大を続け

ると考えられる。ただし、同国の生産におい

ては、オーガニック飼料の供給不足がネック

となるであろう。同国で生産されるトウモロ

コシや大豆のほとんどが遺伝子組み換え

（GM）作物であり、これらはオーガニック

飼料として利用できない。作付農地をオーガ

ニック圃場へ転換するためには、少なくとも

３年を要することなどから、オーガニック飼

料の供給は需要に追い付いていない。このた

め、近年、オーガニック畜産物の生産拡大に

伴い、同国のオーガニックの大豆やトウモロ

コシの輸入は増加傾向にある（図４）。

図３　米国におけるオーガニック畜産物市場の状況（畜肉）
2016 年における小売販売額合計約7億米ドル（販売額全体の1.7％、直近3 年間で32％の年平均成長率）
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資料：IRI社の全米POS販売データ

図４　米国のオーガニック大豆／トウモロコシの輸入額の推移
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コラム１：食肉代替製品市場の可能性

　食肉代替製品とは、広義の意味ではたんぱく質源となる穀類や豆腐なども含まれるが、ここで

は、食肉に似せたいわゆる疑似食肉（フェイクミート）製品のことを言う。

　これらは、「Fake meat」や「Meat Alternative」などさまざまな表記がされているが、米国

のこの分野の売上額は世界最大となっている。こうしたフェイクミート製品が、同国の小売店に

おいて、「本物の」畜産物と並べて販売される光景が見られるようになってきている。

　フェイクミート製品の種類は多岐にわたり、牛ひき肉を模したもの、鶏肉を模したもの、ソー

セージやジャーキーなどの加工品を模したものまであり、これらは大豆などの植物を原材料とし

ていることが多い。

　フェイクミートは、菜食主義者であるベジタリアンを中心に消費されていると考えられるが、

一般消費者も、健康的な生活を志向する上で高い関心を持っている。調査会社によると、一般消

費者の36％が同製品を使うことがあると回答し、うち66％の人が「肉よりも健康的だ」と答え、

さらに、うち31％が食べる理由として「肉を食べない日（Meat-free days）」を意図的に作りた

いからだと答えている。

　なお、米国におけるフェイクミート市場の規模は、植物性食品協会（Plant based food 

association）によると、2014年に約8億5000万米ドル（969億円）と「本物の」畜産物と比

較すると非常にニッチな市場ではあるが、今後も年平均４％程度の成長を示し、2020年には10

億米ドル超に成長すると考えられている。

　こういった着実な成長が望めることを裏付けるニュースとしては、昨年10月に畜産物パッカー

最大手であるタイソン･フーズがフェイクミート製造企業であるBeyond Meat社の株式を５％

取得すると発表したことや、今年9月に米国食品卸最大手であるシスコ・コーポレーションが

Beyond Meat社と業務提携すると発表したことなどが挙げられる。特に前者は、将来的に食肉

製品の消費量の一部がこれら製品に奪われることをヘッジするような行動であり、畜産物業界が

脅威に感じつつあるという証左であろう。

コラム１– 写真　�スーパーマーケットの畜産物売り場で
販売されているBeyond Meat社の

「THE BEYOND BURGER」
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（２）抗菌性物質フリー（No-Antibiot-
ics, Antibiotics-free）

ア　畜産物生産における薬剤耐性菌対策

抗菌性物質とその効果から逃れようとする

病原菌との戦いが歴史的にもいたちごっこで

あることは一般的にも知られているが、近年

ではヒトの医療の世界で、多種類の抗菌性物

質に耐性を有する多剤耐性菌などの問題が顕

在化している。米国疾病管理予防センター

（CDC：Centers for Disease Control 

and Prevention）によると、毎年米国では

約200万人が薬剤耐性菌に感染し、2万人以

上が死亡しているという。

抗菌性物質が米国の畜産物生産において疾

病の治療のためだけでなく、疾病の予防や発

育促進のために飼料や飲み水に添加して使用

されてきたことは、さまざまな調査の結果で

も判明している。FDAによると、単純比較

はできないと前置きしつつも、2011年にお

いて、米国で家畜生産向けに販売された抗菌

性物質の数量は、同年のヒト用向けに販売さ

れた数量の４倍以上であったという報告もあ

る。

このような状況の下、世界的にも「薬剤耐

性（AMR：Antimicrobial Resistance）対

策」が世界保健機関（WHO）などで議論され、

G7サミットでも議題になるほどの注目を浴

びる中、米国ではオバマ元大統領の大統領令

を受けて2014年に、薬剤耐性菌に対する国

家戦略（CARB：National Strategy for 

Combat ing An t i b io t i c -Res i s tan t 

Bacteria）が発表された。

この戦略は、薬剤耐性菌の発生抑制とまん

延防止、全国的な監視体制の強化、薬剤耐性

菌感染患者の迅速な検査と診断方法の開発の

促進などを目標としており、その中で、動物

の成長促進のための「人間の医療上重要な抗

菌 性 物 質（MIA：Medically Important 

Antimicrobials）」の利用を廃止し、治療用

抗菌性物質を含む飼料を獣医師の監督下に置

くことが明記された。

イ　米国におけるMIA投与規則の変更

2017年１月１日は、米国における抗菌性

物質の家畜への投与について節目とも言える

日になった。この日以降、成長促進などの生

産性向上を目的としてMIAを家畜に与えるこ

とが禁止されたほか、治療などの目的で飼料

や飲み水経由で家畜にMIAを投与する場合に

は、必ず管理獣医師の指導の下、獣医師発行

の 獣 医 飼 料 指 示 書（VFD：Veterinary 

Feed Directive）または処方せんがないと

購入や投与ができなくなった。これまでは、

抗菌性物質が含まれた飼料や飲み水に混ぜて

用 い る 抗 菌 性 物 質 の ほ と ん ど は、OTC

（Over-the-counter）と呼ばれ、獣医師の

指示などが不要な状態で購入・使用が可能で

あった。

この規則の変更に、FDAは約３年間の準

備期間をかけて進めた。FDAは2013年12

月 に、VFDに 関 す る 連 邦 規 則（21 CFR 

Part 558）に修正を加えた規則案と業界向

けガイダンス＃213（GFI#213）の最終版

を発出した。GFI#213は、MIAの製造者向

けに発行されたもので、2016年12月末ま

でに、対象となるMIAの効能に「生産性向上」

をうたっている製品の申請取り下げまたは効

能からの削除、そしてOTC薬からVFD薬ま

たは処方薬への変更承認の手続きを自主的に

求めたものである。

その結果、「自主的な」取り組みではあっ

たものの、FDAが対象薬のメーカーや薬品

名のリストを作成し、随時申請状況を公表す

るという姿勢を見せたことや、製薬業界とも
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方向性について合意していたことから、対象

薬の全てにおいて、「生産性向上」の効能が

消え、申請取り下げまたは申請変更が実施さ

れた。

ウ�　米国における抗菌性物質不使用製品の広

がり

このように、米国では家畜生産全体で抗菌

性物質の使用を減らす動きがある中、薬剤耐

性菌について理解し、抗菌性物質の家畜への

利用に懸念を持つ消費者は多く、抗菌性物質

フリー（ABF：Antibiotic-free）畜産物へ

の関心が高まっている。

コンシューマーレポート誌（2012年6月）

の調査では、回答者の86％が抗菌性物質フ

リーの食肉を地元スーパーで購入できるべき

だと答え、57％はすでに地元スーパーにそ

の品ぞろえがあると回答した。地元スーパー

にABF食肉がないと答えた人の82％は、も

しあれば購入すると答えた。また、60％以

上の人は、ABF食肉の値段が１ポンド当た

り５セント高くても買うと答え、37％の人

は同１米ドル以上高くても買うと答えた。さ

らに、家畜への抗菌性物質の過剰投与が新種

の耐性菌発生の原因になると懸念する人は

72％に上り、抗菌性物質が食肉に残ったま

ま消費することを心配する人は65％いた。

このような消費者の関心を背景に、大手食

品企業と外食企業の一部がABF畜産物の使

用に向けて動き出した。米国民間助成団体の

ピュー・チャリタブル・トラスト（Pew 

Charitable Trust）は、抗菌性物質を利用

した食肉を減らしている主な企業を2015年

と2016年に発表した。企業名をみると、食

肉生産業界や、外食・スーパー小売業界で

ABFの製品を取り扱う企業が増えているこ

とがわかる。

畜産物でこの分野において先行しているの

は、鶏肉生産業界である。豚肉や牛肉よりも

進んでいる理由としては、鶏のライフサイク

ルが約50日程度と比較的短く、疾病の管理

を行いやすいこと、大手鶏肉生産企業がサプ

ライチェーンを一貫して保有しているので飼

育方法を徹底しやすいからと推察される。

特に、鶏肉生産企業大手のパーデュー

（Perdue Farms）は、治療用にも抗菌性物

質 を 使 用 し な い 完 全 抗 菌 性 物 質 フ リ ー

（NAE：No Antibiotics Ever）の鶏肉と七

面鳥肉の生産に十数年前から精力的に取り組

み、2016年には同社鶏肉生産量の67％、

七面鳥肉の50％までNAEの比率を高めた。

同社は、抗菌性物質の代わりにオレガノやタ

イムといったハーブを利用して、鶏の抵抗力

を保持する方法を取っていると説明してい

る。

大手鶏肉生産企業のタイソン・フーズ

（Tyson Foods） も2017年に抗菌性物質フ

リーを宣言しているが、同社の場合、人にと

って重要な抗菌性物質であるMIAを利用せ

ず、FDAの「 慎 重 な 利 用（Judicious 

Use）」に従うというもので、パーデューの

NAEとは内容が異なる。

豚肉生産最大手のスミスフィールド・フー

ズ（Smithfield Foods）やホーメルフーズ

（Hormel Foods）、大手牛肉生産企業の

JBS USA、ナショナルビーフ（National 

Beef）なども同様に「慎重な利用」が基本

であり、一部の製品ブランドでABFを提供

するにとどまっている。

小売業界では、先般アマゾンに買収された

ホールフーズ・マーケットが肉類全品で

ABF製品のみを販売している。その他のス

ーパーでは、銘柄や製品の一部でABFを扱

うのが主流である。

外食産業でも同様にABFの食肉を用いた
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メニューや製品の提供が増えている。例えば、

マクドナルドは世界保健機関（WHO）の定

義 す る「 人 に と っ て 重 要 な 抗 菌 性 物 質

（ant ib io t ics important to human 

medicine）」を利用していない鶏肉に転換す

る方針を打ち出し、2016年中に米国で達成

した。2018年1月までに、米国、カナダ、

日本、韓国、ブラジルでWHOの定義する「人

にとって最優先重要薬（Highest Priority 

C r i t i c a l l y  I m p o r t a n t  t o  h u m a n 

medicine）」を利用しない鶏肉とする目標

だ。サンドイッチのサブウェイ（Subway）

は、取り扱う全ての食肉（鶏、七面鳥、豚、牛）

を「 抗 菌 性 物 質 な し で 飼 育（Raised 

without antibiotics）したもの」とする方

針と目標を公表している。

エ　市場概況と今後の展望

ABF製品の市場規模は、前述したとおり、

飼養期間の比較的短い鶏肉が大きく、図５の

とおり、2016年の小売販売においてABF鶏

肉製品は、鶏肉製品全体の15.2％を占めて

いた。この割合については、MIA投与規則の

変更を機にABF製品の割合を増やすつもり

だと話す生産者は多く、2017年には爆発的

な伸びが見られるかもしれない。

図５　米国における抗菌性物質フリー（ABF）畜産物市場の状況（畜肉）

2016 年における小売販売額合計約 31億米ドル（販売額全体の6.9％、直近 3年間で22％の年平均成長率）
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資料：IRI社の全米POS販売データ

一方、先行している鶏肉業界において、

ABF鶏肉生産は鶏の疾病を発生しやすくし

たり、治療にすら用いないのは、鶏のアニマ

ルウェルフェアにとって良いことなのかとい

った議論も存在する。飼養期間が短い鶏肉業

界においてもこのような議論がある中で、他

畜種の状況は察しがつくのではないか。

消費者サイドが求め続けるのであれば、

ABF製品市場は鶏肉を中心として今後も拡

大し続けるだろう。講演会や展示会などの場

では、抗菌性物質に代わる代替物質の研究や

その成果の発表をよく目にする。ハーブやニ

ンニクエキスなどの植物性のものをはじめ、

免疫を向上させるようなキノコの抽出液など

さまざまあるものの、まだ研究段階の域を出

ていない感は否めない。しかし、これを機に、

抗菌性物質に頼っていた疾病予防について、

これまで目を背けてきた一般衛生状態やバイ

オセキュリティの改善などにつながれば、生

産性の向上などの思わぬ効果も見込めるはず

であり、生産者がどう捉えるかにもよると思

われる。
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（３）ケージフリー卵

ア　ケージフリーの定義

USDA ／ AMSは、鶏卵の品質等級格付け

を生産者の依頼で実施する有料サービスを提

供している。ケージフリー（cage free）を

含む飼育方法についての格付け検査基準はな

いが、同局により格付けされた鶏卵にケージ

フリー表示をする際は、次のような要件を満

たす必要がある。

〈ケージフリーの要件〉

・�　採卵鶏は、鶏舎内で縦横方向に動き回る

ことが可能で、飼料と水に自由なアクセス

があること。

・�　ケージフリー飼育システムは生産者によ

って異なるが、多段式エイビアリー（注）を

含む。鶏の自然な動きを可能とするように、

とまり木、羽繕いや産卵スペースなどのス

ペースを確保すること。

・�　寝床へのアクセスを確保し、外敵から保

護され、鶏が鶏舎内でアニマルウェルフェ

アの向上につながるような動きをとれるこ

と。

他のアニマルウェルフェア認証団体もそれ

ぞれケージフリーの要件を有しており、必ず

しも定義が一致しているわけではないが、上

記のUSDA ／ AMSが示している定義とおお

むね似ていて大差はない。

（注）　�囲いケージはなく、止まり木、産卵用巣箱、砂遊び場など

を備え、アニマルウェルフェアに配慮した多段式のケージ

システム。

イ　2025年に向けた業界主導の動き

米国では日本と同様に、鶏卵生産において、

大半の採卵鶏（レイヤー）がいわゆる「バタ

リーケージ」で飼養されているが、近年では

アニマルウェルフェアに配慮した「ケージフ

リー」という状態で飼養された鶏から生産さ

れる「ケージフリー卵」と呼ばれるジャンル

が確立され、生産量が徐々に増加している。

EUでは、先行して2012年からバタリー

ケージでのレイヤーの飼養が禁止されている

が、これは欧州委員会主導で規制し、生産者

側が対応したものである。

一方、米国では表４のとおり、バタリーケ

ージでの飼養を規制している州も存在する

が、連邦政府レベルでの規制は現時点では存

在していない。レイヤーを飼養するケージそ

のものの構造を変えるため、生産者側の対応

が容易ではないことは想像に難くないが、米

国では業界が主導して生産体制を変更しよう

としているところがEUの動きとは異なる点

である。

この動きの背景にあるのは、レイヤーのア

ニマルウェルフェア向上を求める活動家も含

めた消費者である。10年以上前までは、大

半の人々はレイヤーがどのように飼養されて

いるかなどは知る由もなく、また気にもして

いなかったというのが正直なところであろ

う。SNSなどを通じて情報の入手が容易に

なり、またそれに対する考えなどを発信する

のが容易になったのは大きな要因だと感じら

れる。

2015年９月、外食産業の雄であり、年間

20億個以上の鶏卵を調達しているマクドナ

ルドは、2025年までに使用する卵を全てケ

ージフリー卵にすると宣言した。そして、こ

の前後において、他の外食チェーンや小売業

界も次々と同様の宣言をし、これまでに約

200社の大手食品関係企業が同様の宣言を

している。そして、その多くが切り替えの目

標としているのが2025年である。
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表４　米国における州レベルでのバタリーケージ規制状況

州名 規制成立年 成立の経緯と施行時期など

カリフォルニア州 2008年 州住民投票で賛成派が圧勝して法制化され、バタリーケージ禁止を含
む州法が2015年1月1日に施行された。

マサチューセッツ州 2016年 州住民投票で賛成派が圧勝。バタリーケージ禁止を含む州法が2022
年に施行予定。

ミシガン州 2009年 州議会において、2020年までにバタリーケージを禁止する条項を含
む法案が可決された。

オハイオ州 2010年

2010年6月末に一連のアニマルウェルフェア対策について、州知事、
農業生産者団体と動物愛護団体連合が合意。バタリーケージ施設建設
許可の停止措置が即時に施行。他州とは異なりバタリーケージを期限
を設けて禁止するものではない（この合意により、動物愛護団体連合
による州住民投票の手続きが中止）。

オレゴン州 2011年

州議会において、バタリーケージを禁止して1羽ごとに余裕ある空間
を保つ「エンリッチドケージ（enriched colony housing）」への段階
的移行を義務化する法案が可決。15年後の2026 年に全面的にバタ
リーケージは禁止。

ワシントン州 2011年 オレゴン州と同様に、段階的に「エンリッチドケージ」に移行する法
案が州議会で可決。2026年にバタリーケージは禁止。

ウ　市場概況と今後の展望

2017年9月にUSDA ／ AMSが公表した

「 鶏 卵 市 場 の 概 要（Egg Markets 

Overview）」によると、9月１日現在、非

オーガニックのケージフリーのレイヤーは

2900万羽飼養されていると推計され、これ

は年間80億個のケージフリー卵が生産され

ることを意味する（ケージフリー条件下で飼

養されたレイヤーは、統計上年平均276個

を生産）。また、2900万羽のレイヤーは、

非オーガニックレイヤー総数の2億9500万

羽の9.8％を占めている。

ケージフリー卵の生産性が現時点から変わ

らないと仮定し、先述した2025年までの切

り替え問題を考察すると、2025年の年末ま

でに合計で2億2700万羽のケージフリーレ

イヤーが必要となり、9月１日現在の非オー

ガニックのレイヤー総数の73％をケージフ

リー化する必要がある。つまりは、不足して

いる1億9800万羽を向こう８年間にケージ

フリー化しなくてはならず、現在の増加ペー

スでは残念ながら間に合わないとされてい

る。そして、ケージフリー化するためには当

然ながら鶏舎構造を変更せざるを得ず、その

建築に要するコストは１羽当たり40米ドル

（4560円）とも業界では言われており、単

純計算でも向こう８年間で約80億米ドル

（9120億円）の設備投資が必要となる。

ケージフリー卵生産に対しての業界の反応

としては、否定的な反応が多く、ケージフリ

ーで飼養された場合、生産効率も著しく低下

し、鶏舎内のアンモニア汚染度なども比較的

高くなり、鶏舎内粉じんの発生濃度も上昇し、

鶏の健康だけでなく、鶏舎内で勤務する従業

員の健康上も良くないといった否定的な講演

内容もいまだに良く耳にする。

ただ、これらの卵を市場で取り扱ってくれ

る需要サイドは、2025年に向かって動き出

している以上、残念ながら、生産者側もこの

目標年に向かって対応せざるを得ない。

なお、ケージフリーと通常卵との価格差に

ついては、時期によって差はあるものの、近

年では１ダース当たりおおむね0.5 ～ 1.5米

ドルの価格差が生じている（表５）。

資料：機構作成
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表５　ケージフリー卵と通常卵の全米平均小売価格（1ダース当たり）

資料：USDA／AMS

2016年8月第３週 2017年8月第３週

白色・Lサイズ・GradeA 1.22 0.88

白色・Lサイズ・ケージフリー 1.88 2.41

価格差 0.66 1.53

（単位：米ドル）

また、ケージフリー卵と通常卵との生産コ

ストの差については、政府機関などによる研

究結果は確認できないが、「持続可能な鶏卵

供 給 の た め の 協 定（COALITION FOR 

SUSTAINABLE EGG SUPPLY）」という

団体から、従来型、エンリッチドケージ、ケ

ージフリー（エイビアリーケージ）という３

種類の飼養方法に要するコストを比較した研

究結果が公表されている（表６）。

この結果によると、エンリッチドケージと

従来型のコスト差は比較的わずかであるが、

ケージフリー（エイビアリーケージ）のコス

トは、従来型と比較して１ダース当たり

0.243米ドル、割合にして36％のコスト増

が生じることが示されている。

表６　３種類の飼育方法における卵1ダース当たりの生産コスト

資料：Coalition for Sustainable Egg Supply
　注：設備減価償却費は10年（10%）で算出。

（単位：米ドル）

従来型（バタリーケージ） エンリッチドケージ ケージフリー
（エイビアリー）

飼料費 0.425 0.417 0.436

ヒナ導入費 0.148 0.143 0.221

労働費 0.019 0.056 0.074

光熱費 0.014 0.014 0.015

その他経費 0.005 0.005 0.005

運営費用小計 0.612 0.636 0.751

設備減価償却費（注） 0.058 0.120 0.162

費用総計 0.670 0.756 0.913

対従来型コスト差 ─ 0.086 0.243
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コラム２：GMO表示義務化法をめぐる情勢

　2016年7月、遺伝子組み換え食品（GMO）表示義務化法案が、連邦議会上院・下院を通過し

た後、オバマ元大統領の署名により成立した。同法により、米国で販売されるGMO含有食品に

対し、以下の３つを表示することが製造者に義務付けられることとなった。ただし、畜産物につ

いては、「GMO含有飼料を与えられたことを理由に、その動物由来の食品をGMOとすることを

禁止する」と明記されており、原則として同法の対象外となっている。

１）遺伝子組み換え原料含有の旨を文字で説明（USDAが表記を指定）

２）遺伝子組み換え原料含有をシンボルマークで表示（USDAがマークを指定）

３）電子的またはデジタル的情報開示手段で表示（2次元バーコードであるQRコードなどを活用）

　GMO表示に関連する法規制については、連邦よりも州レベルで先行して議論が進行し、2014

年5月に成立したバーモント州の州法では2016年7月1日からの表示義務が決まった。これを受

けて、他の州でも同様の法案が成立して各州でバラバラの基準ができ、食品業界で混乱が生じか

ねないという危惧が生じたことから、連邦議会での議論が加速化し、この法制化に至ったという

経緯がある。このため、同連邦法は、成立とともにGMO義務表示に係る州法を無効化する内容

が含まれている。

　同法により、USDAは表示基準や運用規則案を2年以内（2018年7月29日まで）に準備し、

その後初めて表示が義務化される予定だが、トランプ政権が大統領令により、「新政権発足後に

施行予定の最終規則の見直し」や「新たな規則を発出する際には既存の規則を２つ削除すること」

を命じており、GMO関連規則が発出される際にもこれらの大統領令が継続されていれば、少な

くとも２つの規則の削除を考慮しなくてはならないという難しい選択を迫られることになる。さ

らに、トランプ大統領は先の大統領選挙期間中にGMO表示義務化には「反対」とのスタンスを

通常卵

オーガニック卵

ケージフリー卵

白色卵・通常卵

0.99米ドル

褐色卵・ケージフリー

2.69米ドル

褐色卵・オーガニック

3.89米ドル

褐色卵・通常卵

1.49米ドル 褐色卵・通常卵

1.49米ドル

2.40米ドル

1.20米ドル
価格差

価格差

※ 全てLサイズ
12個の価格

写真１　米国のスーパーマーケットにおける卵販売コーナーの一例
（2017年7月にノースカロライナ州で撮影）
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明言しており、今後の同法の行方が注目される。

　畜産物は、同法の下では事実上の対象外となっているものの、近年は遺伝子操作の世界におい

て、CRISPR/Cas9（通称クリスパー）と呼ばれる躍進的なゲノム編集技術が登場したことや、昨年、

遺伝子組み換えサーモンをFDAが認可したという事象もあり、将来的に遺伝子組み換え家畜が実

用化されてもおかしくない状況にある。このため、一見関係なく思えるGMOの表示をめぐる情

勢や消費者の受け止め方については引き続き注視する必要がある。

国際連合食糧農業機関（FAO：Food and 

Agriculture Organization） に よ る と、

2050年の世界人口は90億人を超える見込

みのため、食料の供給を2005〜2007年の

平均からさらに約60％増加させる必要があ

るという。一方で、今回紹介したような、近

年の米国における消費者の求める需要に対応

しようとする新たなジャンルの畜産物生産の

体制は、従来製品と比較して生産性を上げる

どころかむしろ低下させるようなものが多

い。

現時点での米国の畜産物業界における議論

を聞いていると、世界に名だたる畜産王国、

食料供給国であり続けるために、今後も伸び

続けると考えられる世界の需要に応えるため

に、生産量を効率よく増やす必要がある一方

で、国内の消費者主導の需要にも寄り添いた

いというジレンマに苦しみ、どのようなバラ

ンスで今後進めるべきかといった問題に対す

る答えが出ていないように感じる。

一方で、消費者側の新たなジャンルの製品

への理解といった観点からこの問題を考えて

みると、正直なところ、とても正確に理解し

ているとは言い難く、オーガニックという響

きだけで健康に良さそうだから購入している

といった話や食品表示が複雑すぎて理解でき

ないといった話をよく耳にする。生産者側も

消費者に正しく生産物を理解してもらうため

には、さらなる消費者との対話や消費者への

理解醸成がバランスの良い生産体制を構築す

る上で重要であろう。

また、今回例に挙げた３つの事例は大なり

コラム２– 写真　�USDAオーガニックマーク、抗菌
性物質不使用表示、Non-GMO民間
認証マークが付された鶏肉製品

４　おわりに
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小なり家畜のアニマルウェルフェアに関連し

ている点も見逃せない。ケージフリー卵はレ

イヤーのアニマルウェルフェアに由来した流

れであるが、豚肉生産の業界でも繁殖豚のス

トール飼いや子豚の去勢・断尾・抜歯の問題

などが徐々に顕在化してきており、こちらも

欧州で先行している流れが米国に押し寄せつ

つある。日本の家畜におけるアニマルウェル

フェアへの対応については、日本産農畜産物

の輸出促進という新たな視点を加え、業界全

体でのより踏み込んだ議論が必要な時期に来

ているのではないだろうか。

（井川　真一（JETROニューヨーク））


